地方財政審議会第18回地方公務員共済組合分科会
６月１日、地方財政審議会第18回地方公務員共済組合分科会が総務省で開催された。

　分科会では、佐々木幹事(福利課長)が、①被用者年金一元化法案の概要について、②職域部分廃止後の新たな年金の検討状況について報告し、若干の意見交換を行った。

この中の、「被用者年金一元化法案の概要について」の報告に関わって、森特別委員(自治労総合労働局長)は、以下の通り発言した。

「『年金機能強化法案』の中に『短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大』が盛り込まれた。一方で、地方自治体で働く臨時・非常勤職員は全国で60万人以上存在するといわれているが、共済組合の加入要件は非常に厳しく、ほぼ常勤の職員でなければ加入することができないのが実態である。厚生年金の加入要件の緩和と併せて、共済組合の加入要件の緩和についても検討していただきたい」。　　

　これに対して佐々木幹事は、「現在の共済組合制度は、常勤職員を前提とした制度となっている。また、国家公務員共済との均衡を考えると措置することは簡単ではない。今後の見通しとしては、被用者年金一元化法案が成立すれば、年金については厚生年金と同じ要件となるが、医療保険制度については、現時点で協会けんぽが適用されるのか、共済短期が適用されるのかはっきりしていない。ご意見を受けとめながら考えていきたい」と答えた。

　

続いて、渡邊特別委員(日教組中執)は、被用者年金一元化法案の閣議決定に関わって、次の通り発言した。

「今回の法案が、共済組合員を代表する職員団体等と十分な交渉・協議がなく閣議決定されたことは残念といわざるを得ない。また、法案の附則第３条において、『給付の受給権を有しない者に対して、（中略）経過措置は、別に法律で定める』とされているが、この点については、遺憾である。「期待権」を踏まえ、制度改正までの給付については、従前通りの全額を補償するよう要請する」。

　

これに対して佐々木幹事は、「今回の法案は、平成19年法案を基本に検討が行われた。前回に比べれば、少し丁寧にご説明させていただいたのではないか。また、附則3条の部分について、ご心配されていることは承知している。『期待権』により、措置されるべきものと考えている」と答えた。

　

また、「職域部分廃止後の新たな年金の検討状況について」報告が行われ、森特別委員は、この部分に関わり、以下の通り発言した。

「職域相当部分廃止後の新たな年金については、『共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議』において、今後、検討されると聞いている。職域相当部分を廃止するのであれば、同時に、新３階年金を設立していただきたい。また、与党の一部には、『国家公務員に対する新３階制度には、負担金を支出しない』、『国家公務員と地方公務員の制度を別々にする』などとの意見もあると聞いている。しかし、民間企業の一般的な企業年金を見ても、また、公務員共済の恩給制度からの経過を考えても、使用主である政府が負担金を支出しない等ということはあり得ないのではないか。また、地方公務員の新３階制度を、国と異なる制度、自治体によって異なる制度にした場合、長期間安定的に運営できるとは思えない。全国の地方公務員が安心して、意欲をもって働くことのできる制度の確立にむけて、最大限努力していただくよう要請する」。

　これに対して佐々木幹事は、「岡田副総理のもとに設けられた『有識者会議』において、これからこのテーマで議論が始まるところである。人事院の調査による官民の退職給付の差である約400万円を退職金で埋めることになると、国の負担がその分減ることになる。このためニュートラルな議論が行われるよう期待している。

　地方公務員の新３階制度をバラバラにすることは、選択肢としては難しい(好ましくない）のではないか。年金は保険数理的に単位が大きい方がいいため、最近は統合が進められてきた経過がある。また、新しい年金制度が自治体によってバラバラだったり、財政的に豊かな自治体でのみあるとか、同じ職種で制度が異なるということには疑問を感じている。また、地方公務員法には国準拠の記述もある」と答えた。

　

この後、他の委員からの質疑応答も行われて終了した。

＊この審議会の資料、議事要旨等は、後日、総務省HPに掲載されます。

　過去のものは、こちらから。

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chizai/bunkakai.html

以上
